







































　この構成のなかで、（ 7 ）は 8 名の卒業生、のちに登場する高橋恭や山
田虎雄などの回想であり、（ 1 ）から（ 6 ）は編集委員 3 名が分担した。
















































































をもたらした関東大震災（1923［大正12］年 9 月 1 日）の発生によって、
この計画は頓挫し、延期せざるをえなくなる。































科 3 年の 2 科制を廃止し、本科 5 年のみの 1 科制に切り替えている。さら
に、1921［大正10］年には本科 5 年の下に新たに尋常小学校卒業を入学資
格とする 2 年の予科を設置しており、これによってY校は修業年限 7 年の
中等商業学校となる。これは全国的にみて唯一の事例となっている。この
ように、Y校は独自の歩みを展開してきたのである。
　そして、そのなかで美澤らY校関係者は 2 科 7 年制の採用をテコにして
高商昇格をねらっている。しかし、文部省はY校のこのような 7 年制の商
業学校を認めず、全国画一の方針に従うことを求めてきたので、すでに述






























ている。これをうけて 5 月 5 日に入学式が挙行され、7 日から授業をスター
トさせている。
　なお、Y専の設立認可とともに廃止されることになったY校の専修科に


























































て 5 年の本科と 2 年の専修科に変わらざるをえなかったとしている。それ
によってY校の社会的評価は低下するが、文部省は「 2 年制の専修科を設
けることに難色を示した」とし、ここにきてY校の昇格への動きは決定的






































































































































































































　〈資料 6 〉はY専創立時の教職員組織（〈資料 1 〉の14-15頁）である。



































































































編入者が卒業した1930［昭和 5 ］年 3 月（ 1 期生）には、台湾の台北高商
から転任してきた武田英一に代わっている。優秀な教員の採用に精力的に























































かし、翌1929［昭和 4 ］年の入試では304名、1930［昭和 5 ］年は201名で
ある。
　そして、1931［昭和 6 ］年になると434名、32［昭和 7 ］年には585名、
33［昭和 8 ］年には555名、34［昭和 9 ］年には725名へと急増している。
つまり、志願者の倍率はそれ以前の低倍率から、 4 倍、 5 倍、さらに 7 倍
になっている。倍率 7 倍という急増をうけて、横浜市はこの年 1 学年の定
員を100名から150名にふやしている。これにより志願者はさらに増加し、
1935［昭和10］年の入試志願者は1,067名と、1,000名の大台を超えている






























































































































































































究成果をあげていく。設立 3 年後の1931［昭和 6 ］年には『研究論集』（第
1 集）を創刊し、1944［昭和19］年までに44集を出版している。さらに、
併設された横浜経済研究所は『経済研究所月報』を1933［昭和 8 ］年11月
から翌34［昭和 9 ］年 6 月までに 8 号をだしている。この月報のあと『経
済研究所時報』に切りかえて、1934［昭和 9 ］年11月から1941［昭和16］
年 2 月まで通巻で 9 号から39号までを発刊している。
　そのうちの24号（1937［昭和12］年12月）までには「アメリカ研究」の




























　まず、毎月発行されていた 8 号までの約 1 年半の月報をみると、小原敬
士の 5 編が一番多い。彼は「合衆国農民とインフレーション」（ 1 号）、「合
衆国農業恐慌と農民の地位」（ 2 号）、「合衆国農業における計画経済」（ 3
号）、「アメリカ産業復興法下の産業と労働（ 1 、 2 ）」（ 6 号、 8 号）を執
筆している。
　同じく 5 編を執筆したのは小山傳三で、「アメリカ外国貿易の現勢」（ 1
号）、「1933年後半期における米国経済界概況」と「ルーズヴェルトかロー
ズヴェルトか」（ 3 号）、「ハーヴァード対コーネルの試合――米国通貨政
策をめぐって――」（ 4 号）、「新制弗貨を中心とする磅法為替」（ 6 号）が
テーマになっている。
　 4 編は新関寛夫と塩野谷九十九である。新関は「アメリカ大統領の機能
（ 1 、 2 、 3 、 4 ）」（ 5 号、 6 号、 7 号、 8 号）を、塩野谷は「合衆国通
貨政策の近況とそれをめぐる論争」（ 2 号）、「1933年における合衆国資本
の発行」（ 4 号）、「合衆国商業銀行の経営的分析（ 1 ）」（ 5 号）、「アメリ
カ経済動態の均衡理論的把握（ 1 ）」（ 7 号）を発表している。
　そして、 3 編は早瀬利雄の「アメリカ産業復興法の始原（ 1 、 2 、 3 ）」
（ 4 号、 5 号、 7 号）と、山口辰男の「アメリカにおける新興フィッシュ・











発行数も1934［昭和 9 ］年には 1 号（月報と合算すると 7 号）、35［昭和
10］年には 5 号、36［昭和11］年には 5 号、37［昭和12］年には 4 号、38［昭
和13］年には 4 号、39［昭和14］年には 5 号、40［昭和15］年には 4 号と、




作であり、「アメリカ資本主義と技術学的改造の問題（ 1 、2 、3 、4 、5 、
6 ）」（11号、12号、13号、14号、15号、17・18号）、「現代アメリカ経済計






カにおける農業政策の発展（ 1 、 2 、 3 ）」（11号、12号、13号）、「アメリ
カ農業における農本主義」（14号）、「アメリカ農産物と世界市場（ 1 、 2 ）」
（17、18、19号）、「今後のアメリカ景気」（21号）、「アメリカにおける企業














の再分配」の意義」（13号）、「アメリカにおける会社組合の現動向（ 1 、2 ）」

































新関の「米国会社法最近50年の発達（ 2 、 3 ）」（25号、26号）、田島四郎
の「アメリカにおける会計制度統一運動の沿革（ 1 、 2 ）」（28号・29号、
30号）、武藤の「アメリカ経済史上におけるNRAの位置」（27号）、塩野谷

























































































































































































































































業学校と 4 高商による横浜 5 専門学校の年 1 回の研究発表会を開催してい
た。しかし、これも特高のきびしい思想弾圧をうけ、加賀町警察署の刑事
に尾行されたり、講演原稿をチェックされたりしている。
　また、後年検挙された東京帝国大学教授大森義太郎や、法政大学教授美
濃部亮吉（のちに戦後東京都知事になる）などの有名教授を名士講演会の
講師にして多くの聴衆を集めたが、事前の警察署への届出を強制されるよ
うになる。
　このようにして、時局は確実に戦時へ進んでいく。『一期一会』の文集には、
卒業後戦争に“ほんろう”させられた苦しい思い出が多く書かれている。
それは、『時報』で教員たちが特集に「アメリカ研究」を組めなくなるだ
けでなく、それ自体が休刊に追い込まれていくことと符合している。そし
403
齊藤　Y専（横浜市立横浜商業専門学校）の歴史
て、次の局面は、Y専、Y校の存続自体がむずかしくなることであった。
 （つづく）
 （2018.10.20.）

